























　バブル経済が崩壊したとされる 1989 年から 30 年が経過したが、わが国の金融政策では
2016 年 1 月から導入されたマイナス金利政策の影響が、地方銀行（地銀）を筆頭に浸透し、





























べきでない。さらに Hagel III and Singer（1999）は、アンバンドリングのみならずリバン
───────────
（1） 山田（2018）は地銀 105 行の 2018 年 3 月期決算数値を集計し、預金を集めて企業や個人に貸し出す「預
貸業務」と為替や投資信託販売などに伴う「手数料収益」（役務取引等利益）を本業とみなして集計し
た（山田, 2018, p. 45）。すなわち有価証券運用などに関連する利益は除外している。詳細については、
山田（2018）を参照されたい。






が必要だとしている（相原, 2018, pp. 14-15）。
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2.1　Hagel III and Singer（1999）に代表されるアンバンドリング理論の展開




　Hagel III and Singer（1999）は、主として企業再編等に関し着目した概念であるが、本
論文では後述する通り、企業の中での経済的条件の対立が起こらないように応用していく。
多くの従来型企業には、組織内に次の 3 つに分けられる業務が存在するとしている。第 1
は顧客関係業務（a customer relationship business）、第 2 は製品イノベーション業務（a 
product innovation business）、そして第 3 はインフラ業務（an infrastructure business）で







デンティティが決まるとしている（Hagel III and Singer, 1999, pp. 134-135）。企業内にお
ける 3 業務のイメージを表すと、図表 1 の通りとなる。











（出所）　Hagel III and Singer（1999, p. 135）を参考に筆者作成。
























ある（Hagel III and Singer, 1999, pp. 136-137, 筆者にて一部修正）。
　こうした従来型企業の欠点に Hagel III and Singer（1999）は着目し、3 つのコアプロセ
スのどれかに最も適合し、そのうえで高度に専門化した競合企業が新たに出現していること
により、企業におけるアンバンドリングが急速に進んでいることを挙げている。今後生き残
るためには、3 つのコアプロセスのうちいずれか 1 つに焦点を絞ることが現実的で、1 つの
企業が 3 つをすべて取り仕切り、長期的かつ継続的に利益を増やしていくことは不可能であ
ると断じる。












グの結果による、第 1 の顧客関係業務の強化・拡大）のである（Hagel III and Singer, 
1999, pp. 137-138, 筆者にて一部修正）。





zontal integration）が起こるのである（Hagel III and Singer, 1999, pp. 137-141）。
　Hagel III and Singer（1999）の企業再編等に関するこのようなアンバンドリングの考え
方は、企業研究会（2004）によれば、規制によって守られてきた収益構造を一気に変革させ、
これまで垂直統合型の経営資源を自社内に保有し全てを手掛けることで付加価値をとってい
た規制業種のあり方を変えるものとなった（企業研究会, 2004, p. 3）。そのうちの一つであ














る（Bryan, 1988, pp. 70-73, pp. 92-93；大垣, 1997, pp. 5-8, p. 63, p. 250；野村総合研究所、2002, 

























（園田, 2006, p. 18）とするとともに、「（上記①から③の）3 つの要件が達成されていなくて
も、それを実行途中であるか、または実施する意図があれば、シェアードサービスとして考
えることにする」（園田, 2006, p. 19, カッコ内は筆者にて追記）としている。ここではアー
サーアンダーセンビジネスコンサルティング（1999）と違い、必ずしも独立採算性が必要
とされている訳ではない（園田, 2006, pp. 20-21）。さらに園田（2001）は、シェアードサー















スティックがそのメインであるとしている（程・小平, 1998, pp. 69-70）。これに関連して、
新井ほか（2011）および岡崎・三矢（2011）は、経理・財務部門などに限定したシェアー
ドサービスの導入実績を郵送質問票により調査している。東京証券取引所第一部上場銀行















　ここで、本節第 1 項で考察した Hagel III and Singer（1999）に代表されるアンバンドリ
ング理論につき振り返る。同理論によれば、多くの従来型企業は企業内において、経済的条
件で対立を起こす 3 つのコアプロセスを揃え、妥協しながら運営してきた。そして競争激化
により、これら 3 つのうちどれか 1 つに焦点を絞ることが現実的となり、アンバンドリン
───────────
（4） 先行研究（新井ほか, 2011；岡崎・三矢, 2011）によれば、上場銀行 84 社の最高財務責任者（CFO）











による同業種での企業再編が進むとしている（Hagel III and Singer, 1999, pp. 140-141）。
　このようなアンバンドリング理論を通してシェアードサービスを見た場合、両者の関係を
考察すると図表 3 のようになっているのではないかと考えられる。
　図表 3 に関して説明すると、まず図表 1 で掲げた 3 業務を企業内に揃える従来型企業 A、
従来型企業 B および従来型企業 C の 3 社が、バンドリングされた状態のステージで存在し
ていたことを図表上段で示している。A 社、B 社および C 社は 3 つの業務の組合せ方がそ
れぞれ異なっており、それによりアイデンティティが定まっていた。そのうち競争が激しく
なり、必ずしもそれぞれの 3 業務が同じ企業内に納まっている必要がなくなった。まず A
社では、第 2 の製品イノベーション業務はそのまま維持していくことが困難と判断したため
縮退し、社外のリソースに依存することとした。A 社における第 1 の顧客関係業務について
は、更なる顧客獲得に励むことで強化していった（アンバンドリング状態）が、第 3 のイン
フラ業務についてはいったん A 社の子会社になるなどして、第 1 の顧客関係業務と並列関
係になることは避け、同業態での連携等を模索していった（リバンドリング状態に移る準備
───────────
（5） 日本版マスタートラストの 3 陣営（3 信託 2 グループ）および出資者等に関しては、図表 2 のとおりで
ある。なお、資産管理サービス信託銀行と日本トラスティ・サービス信託銀行は 2018 年 10 月 1 日付で、
両行を傘下にもつ共同持株会社（JTC ホールディングス）を設立し、さらなる共同事業化を模索して
いる。
























A 社における第 3 のインフラ業務は最終的に同業他社と経営統合するステージに入り（リバ
ンドリング状態）、図表下段で示しているのである。次に B 社では、3 つの業務ともお互い
に並列関係になることを避け、各業務それぞれで同業態での連携等を模索していった（リバ
ンドリング状態に移る準備をしたアンバンドリング状態。図表中段で示す。なお顧客との関
係上、B 社の法人格は便宜的に第 1 の顧客関係業務が引き継ぐものと思われる）。最終的に
各業務ともそれぞれ同業他社と経営統合するステージに入った（リバンドリング状態。図表
下段で示す）のである。残る C 社では、第 3 のインフラ業務はそのまま維持していくこと
が困難と判断したため縮退し、第 1 の顧客関係業務と第 2 の製品イノベーション業務につ
いては、お互いに並列関係になることを避け、各業務それぞれで同業態での連携等を模索し
ていった（リバンドリング状態に移る準備をしたアンバンドリング状態。図表中段で示す。




























































































































































































































経費率」（みずほフィナンシャルグループ, 2017, p. 35）を挙げている。また三菱 UFJ 銀行



















（9） 日本経済新聞（2018, p. 5）による。
銀行業務集約化における今後の展望
─ 135 ─



































130 470 リテール・事業法人 C 140 310
2,400 2,180 大企業・金融・公共法人 C 2,290 2,440
1,150 1,230 グローバルコーポレート C 920 1,230
3,150（*3） 2,190 グローバルマーケッツ C 1,860 2,850
200 240 アセットマネジメント C 170 180
7,030 6,310 カンパニー計 5,380 7,010
6,634 6,400 連結業務純益 5,380 7,000
FY は年度、C はカンパニーの略。単位：億円。グループ合算の管理会計数値（概数）。（*1）2016 年度実績を 2017 年
度管理会計ルールに組み替えて算出。なお、カンパニー計と連結業務純益実績との乖離は、カンパニーに帰属しない管
理会計上の調整△ 400 億円による。（*2）2017 年度実績を 2018 年度管理会計ルールに組み替えて算出。（*3）ETF 関
係損益を含む業務純益は 3,450 億円。






























強調している（浪川, 2018, pp. 55-57）。
　このように見てきた三井住友銀行などの軽量型店舗であるが、直接顧客と交渉などを行う
フロント営業のみに極力徹しており、ミドル・後方業務は別場所に集約させた状態となって




（10） 隈本・松原（2015）も、米銀 Wells Fargo の軽量型店舗を取り上げる。従来型店舗と比較して、省スペー






















　そんな中でこのたび A 行では、バブル期新卒入社行員がここ 2、3 年で大量に退職するこ
ととなった。これは A 行が他のメガバンクと同様、ほぼ 55 歳までに、役員に残るなどの一
部を除いて、銀行のグループ会社や取引先に転籍する仕組みとなっているからである。A 行














操作を実施することにより、差し引きで 1 店舗あたり 1.5 人分の業務が削減されると算出さ
れた。また、日によって店舗の業務の繁閑に違いがあるものの、店舗単位では人員数調整が
難しい状況であった。集約化がなされることにより、全店舗分の繁閑の違いを集約化部署の
みで管理することが可能となり、差し引きで 1 店舗あたり 3.5 人分の業務が削減されると算
出された。この結果 A 行では、集約化によって 1 店舗あたり 5 人分の調整が可能になると
算出できたのである。
　業務集約する店舗では、ミドル・後方業務は事務センターへ移し、各店舗で同業務を行う




（2018）は、銀行員の年収水準として、ヒラ行員から主任クラスまでを 350 万円から 700 万
円台、支店長代理・調査役クラスまでを 700 万円から 1,000 万円台と示す（秦, 2018, p. 19）。
そこで上記の前提に従い、①年収 350 万円②年収 500 万円の人員構成割合を削減・増加と


















① 350 ▲ 4,200 ▲ 840,000 ＋ 560,000 ▲ 280,000
② 500 ▲ 1,500 ▲ 300,000 ＋ 200,000 ▲ 100,000






たりの使用床面積（専用事務スペースおよび共用スペースの合計）を 1.5 坪（畳 3 帖）と想
定すると、各店舗合計の減少要員は 3,000 名、事務センターの増加要員は 2,000 名であるこ















に試算する。この結果、集約化以降 5 年間の費用削減効果を見積もると図表 7 で示す通り
となり、集約化初年度では約 29 億円の削減効果、および以降毎年度約 45 億円の削減効果
が見込まれると算出された（11）。
　上記の考察を踏まえ、以下において本論文をまとめるとともに、今後の展望を示す。メガ




















































三鬼商事公表値である 1 台あたり単価 20,000 円に合計
移転台数を要員数と同数と想定し 2,000 台を乗じて算出
各店舗原状回復費用 ＋ 22,500












日本通運公表値である 1 名あたり単価 50,000 円（セキュ
リティ設備含まず）を、筆者にてセキュリティ設備も含




50,000 円に合計移転要員 2,000 名を乗じて算出
不用品廃棄費用 ＋ 3,000





上記で想定した月額賃借料 33,000,000 円（＝ 11,000 円
× 3,000 坪）を元に、使用開始までの前家賃を 2 ヵ月分、
礼金を 2 ヵ月分、仲介手数料を 1 ヵ月分と想定して算出
合計費用増減 ＋ 162,000 ▲ 72,412
（出所）　日本通運ホームページ（https://www.nittsu.co.jp/iten/useful/01/）、三鬼商事ホームページ（https://www.
e-miki.com/market/tokyo/index.html, https://www.e-miki.com/tool/simulation.html）（すべて 2019 年 1 月 5 日現
在の閲覧情報）の情報を元に筆者作成。単位：万円。なお本来であれば 5 年などの償却にて計上する費用につい
ても、一時的な発生費用として上記算出とした。
図表 7　A 行での集約化以降 5 年間の費用削減効果概算
集約化初年度 集約化 2年度 集約化 3年度 集約化 4年度 集約化 5年度
人件費増減 ▲ 380,000 ▲ 380,000 ▲ 380,000 ▲ 380,000 ▲ 380,000
一時的発生費用 ＋ 162,000
年間賃借料等増減 ▲ 72,412 ▲ 72,412 ▲ 72,412 ▲ 72,412 ▲ 72,412
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